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１．はじめに 

 永田（1988）は、1950年代後半までの中国山地の農山村において確立していた地域資源

管理に注目している。それは、山・里山・水田を有機的・連鎖的に結合させることで、米

＋和牛＋木炭＋特産品（木材・楮・和紙・麻・養蚕等）を生産し収入源とする、地域資源

管理の姿である。近年、ウクライナ戦争の勃発などによって農薬・化学肥料・輸入飼料の

国際価格が急騰し、有機肥料・飼料の国内自給が早急に求められるなど、こうした地域資

源管理が見直されている。本報告は、耕種と畜産を組み合わせた有畜複合経営（ Mixed 

Crop-Livestock Farming）を分析することを通じて、かつて存在した地域資源管理の現代

的再生の可能性を探る。分析対象は、島根県邑南町においてアグロエコロジーを実践して

いる農家である。アグロエコロジーとは、“agro”（農業）と“ecology”（生態学）を合わ

せた言葉で、農薬や殺虫剤、化学肥料を多用するこれまでの利潤追求型の工業的農業生産

を転換し、生態系のなかで営む農業本来のあり方を目指すものである。  

同農家は、具体的には繁殖和牛の厩肥を圃場還元して有機堆肥として利用したり、殺虫

剤や農薬を極力使わずにツバメやカエル、クモなどによる生物的防除に徹するなど、地域

資源と生態系を利用しながら極めてユニークな有畜複合経営を展開している。本報告は、

対象農家の経営分析を通じて、アグロエコロジーを実践する農業経営の経済的持続可能性

について考察するものである。  

 

２．分析方法 

分析に用いる農業経営資料（1999年～2020年）は、当該農家である長谷川敏郎氏より提

供されたものであり、具体的には、白色申告のための「農業収支・支出帳簿」、「減価償却

明細」、「確定申告書控え」に加え、国民健康保険や社会保険料の「控除証明書」などの経

営関連資料である。この資料に基づき、稲作経営部門と繁殖和牛経営部門とを分けて分析

し、さらに全国（営農類型別経営統計、農業経営統計調査）との比較を行った。 
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３．分析結果 

 

 

営農統計と当該農家との比較の結果をまとめるならば、全国平均と同家の肥料や農薬の

金額差は、1 ～ 2 万円と少額ではあるが、総費用に占める費用割合では大きく下回り、低

コスト構造を実現していたと評価できる。自然・生態系と向き合いながら地域資源を有効

利用するというアグロエコロジーを実践することで、経営効率性を高めることが可能にな

っていたといえよう。飼料費については全国平均の資料上の制約などから比較は困難な面

があるものの、必ずしも高コスト構造ではないことが明らかになった。  

 

４．結論 

分析対象とした農家は、地域資源の効率的な活用と生態系を利用した有畜複合経営を実

践しており、アグロエコロジーのモデルともいうべき営農スタイルをとっていた。ここで

重要なのは、この有畜複合経営によって、生態系や環境の保全、地域資源の効率的利用の

みならず、生産費の低減をも実現していた点である。全国の農業経営の平均と比較しても

肥料や農薬などの生産コストを低減させ、農業経営としての経済的持続可能性を確保して

いたといってよい。 
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